
Ⅰ．問題の所在と目的
近年、我が国における障害者福祉施設（以

下「福祉施設」とする）の支援者（コンサル
ティ）による離職の多さが深刻な問題となっ
ている（例えば、藤野，2001；川上，2020
等）。厚生労働省（2020）が発表した産業別

離職率において「医療・福祉」は、14.2％と
平均値とほぼ同水準である一方で、16種の産
業中6番目に高い状況にあり、福祉に携わる
コンサルティが一定数以上離職している現実
が垣間見える。元来、経営・経済的側面等か
ら慢性的なマンパワー不足に苦しむ福祉施設
にとって、まるで追い打ちをかけるかのよう
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（要旨）
　本研究では、日中一時支援事業所において、クライアントの支援等について悩みを抱え、離職の意
向をも示していたコンサルティに対して行動コンサルテーションを実施した。研究開始前のコンサル
ティは、自身の業務や支援に関して否定的な発言が多く見受けられ、支援に対する自信を失っている
状態であった。特に帰宅準備行動に滞りの見られたクライアントへの支援に頭を悩ませていた。また、
離職意向も示していたことから、支援遂行自体に嫌悪感を伴っているとも考えられ、少しでも不安や
負担感を感じてしまった場合は、支援実施自体を忌避してしまう可能性があった。そこでコンサルタ
ントは、面接回数を最小限としたり、クライアントの行動記録を敢えて実施しない等、コンサルティ
が負担感を抱かないよう配慮を行った。加えて、「傾聴」と「共感」、そして「肯定」を念頭に置いた
言動を徹底して心掛けつつ、コンサルティとの面接を行い、①スケジュール表を作成し、実施した項
目に「○」をする、②帰宅準備行動が出来たらほめる、以上の2点の支援を提案した。また、コンサルティ
との小面接を4回実施し、コンサルティの支援実施に対して肯定的なフィードバックを積極的に行っ
た。さらにコンサルティの上司に対しては、小報告会において、コンサルティの支援実施に対して肯
定的なフィードバックをするよう依頼した。その結果、コンサルティはクライアントへの支援を実施、
継続することができ、これに伴ってクライアントのスムーズな帰宅準備行動が生起するようになった。
またコンサルティから自身の業務や支援に対して非常に肯定的な発言が連発するようになった。さら
に、離職の意向を取り消すまでに至る等、行動コンサルテーションがクライアントの行動上の課題解
決のみならず、コンサルティのバーンアウト傾向の軽減、離職防止にも効果がある可能性が示された。

バーンアウト傾向を有し離職意向を示していた
日中一時支援事業所職員に対する
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なコンサルティの離職は、福祉施設内におけ
る支援者不足に直結し、福祉施設を利用する
クライアントに対して十分な支援を提供でき
なくなってしまう（石井，2016）。よって福
祉施設において、コンサルティによる離職を
防止するための体制整備がまさしく急務であ
ると言えよう。

ところでコンサルティが支援現場を離れ
る選択をする理由の一つとして、いわゆる

「バーンアウト（燃え尽き症候群）」が挙げら
れる（久保・田尾，1991）。バーンアウトと
は、長期間にわたり人を援助する過程で、心
的エネルギーが過度に要求された結果、極度
の心理的・身体的疲労と感情の枯渇を引き起
こすストレス症状である（Maslach，1976）。
久保（1998，2007）によると、バーンアウト
は、情緒的消耗感、脱人格化、個人的達成感
の低下の症状に分類される。「情緒的消耗感」
とは、業務により情緒的に疲弊、消耗した状
況を指し、心身の強い疲労感や業務意欲の低
下等が伴う。そしてこの情緒的消耗感は、他
者に対して配慮や思いやりのある対応を難し
くし、同僚やクライアントに対する冷たい態
度や関わりからの回避等を示す「脱人格化」
へとつながってしまう。また、これらによっ
て業務の質低下が顕著に示されることで、コ
ンサルティ自身が自己否定的な観念を抱く
等「個人的達成感」が低下していくのであ
る。特に人手不足が常態化した福祉施設のコ
ンサルティは、日々変化するクライアントの
行動上の課題やニーズへの支援等を含む多様
な業務により、強い精神的・身体的負担感が
生じやすく、このバーンアウト・リスクが高
いとされている（長谷部・中村，2005；寳田，
2014）。加えて、バーンアウトに陥ったコン
サルティは、クライアントに対して不適切な
対応や虐待等を引き起こしてしまう可能性が
高いことも指摘されている（藤野，2001）。

つまりコンサルティのバーンアウトは、コン
サルティ自身のみならず支援を受けるクライ
アントの日常生活にも多大な影響を及ぼすの
である（石井，2016）。

このような現状に対して久保（1999）は、
看護師を対象としたバーンアウト防止に、職
場の上司からのソーシャル・サポート等の相
談支援が効果的であったことを報告してい
る。そのサポートの中には、クライアントの
行動上の課題に対する適切な助言・提案も含
まれ、これらのサポートが充実することは、
看護師のみならず、日々、福祉施設利用者の
支援に悩むコンサルティのバーンアウト予防
に対しても十分に効果が期待できるだろう

（長谷部・中村，2009）。しかしながら、クラ
イアントの行動上の課題のうち、上司を含む
施設内の人材だけでは解決することが困難な
事態も往々にして存在する（井上・石川・会
沢，2007）。この状況が続けば、先述のよう
にコンサルティのバーンアウトが引き起こさ
れ、ゆくゆくは休職、離職を選択せざるを得
ない状況をも生じさせてしまうだろう。

ところで、クライアントの行動上の課題の
解決にあたっては「行動コンサルテーショ
ン」による間接支援が多くの成果を挙げて
い る（Erchul�&�Martens,�2002�； 加 藤・ 大
石，2004，2011等）。行動コンサルテーショ
ンは、クライアントの直接的支援者（コンサ
ルティ）が応用行動分析学に関する専門的な
知識を有する第三者による支援の助言・提案
を受けることで、クライアントの行動上の課
題解決を図ることを目的としている（Bergan�
&�Kratochwill,�1990）。これまでの行動コン
サルテーションは、欧米を中心に研究が進め
られてきたが、近年では、日本においても主
に学校場面において、学齢期のクライアント
が有する行動問題改善に寄与している（例え
ば、道城，2012；松岡，2007；野呂・藤村，
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2002；米沢谷・柘植,�2020等）。さらに、その
報告数は少ないながらも、成人期以降のクラ
イアントが通所する福祉施設においても、行
動コンサルテーションによる支援効果が示さ
れている（例えば、大石・高橋；2006，植田・
松岡，2020等）。その中で、奈良ら（2017）
は、知的障害者支援施設において行動コンサ
ルテーションを実施することで、コンサル
ティの知識面、態度面の肯定的な変化をもた
らし、バーンアウト・リスクの軽減にもつな
がる可能性を示した。先述のように福祉施設
のコンサルティによるバーンアウトが課題に
なっている昨今において、行動コンサルテー
ションによる支援がコンサルティのバーンア
ウト予防にもつながる可能性が示されたこと
は、非常に有益な研究結果であったと言え
る。その一方でこの研究は、支援に対して精
力的であったコンサルティを対象として行わ
れており、例えば、既に情緒的消耗感や脱人
格化、個人的達成感低下等のバーンアウトが
示され、職務継続の危機に瀕するコンサル
ティを対象とした行動コンサルテーション実
践の報告やその効果の検討まではなされてい
ない。

よって本研究では、日中一時支援事業所
（以下、「事業所」とする）にて、通所するク
ライアントらの支援について悩みを抱え、事
業所の上司（施設長）へ離職意向をも示す
等、特に情緒的消耗感および個人的達成感低
下が顕著に示されていたとみられる事業所職
員（以下、「Ａさん」とする）を対象に行動
コンサルテーションを実施し、その効果に
ついて考察した。なお、本研究においては、

（１）行動コンサルテーションの効果、に加
え（２）行動コンサルテーションがバーンア
ウト傾向のコンサルティに与える効果および

（３）今後の課題について論じてみたい。

Ⅱ．方法
１．対象施設

本研究は、日中一時支援サービスを提供す
る事業所にて実施された。この事業所は、平
日の夕方2時間程度、一日おおよそ2、3人の
利用者に対し、余暇活動支援の提供を行って
いた。事業所において利用者らは、自分の好
きな活動（例えば、タブレットで好きな動画
を見る、職員と談笑する、課題プリントを解
く、トランプで遊ぶ等）を行う等、思い思い
に余暇を楽しんでいた。ただ、利用者らの支
援は基本職員1名のみで実施し、施設長を含
む他職員は、他業務との兼業のため現場から
離れていることがほとんどであった。
２．参加者
 （１）コンサルティ
職員（Ａさん）：事業所に勤めて2年目の非常
勤職員（60歳代）であり、週3日程度事業所
に勤務していた。施設長によると、Ａさんは
非常に明るく、穏やかな性格をしており、利
用者への支援に対しても以前は積極的であっ
た。また、事業所においてＡさんは、利用者
と会話したりトランプ等のカードゲームをす
る等利用者との関わりをとても楽しんでいた
様子であった。ただ、先述のように利用者
の支援については職員1名のみで行っている
現状があり、Ａさんが施設長を含む他職員に
支援に関する相談や報告をする機会を多く持
てていない状況にあった。そして、研究開始
以前より、業務中のＡさんは強く疲れを感じ
させる表情をしており、さらに施設長に対し

「事業所で何をしていいのか分からなくなっ
た」、「利用者さんが私の指示を聞いてくれな
い」、「もう辞めたい」と思いを吐露していた。
これらの言動からＡさんは、心身の疲労感や
業務意欲の低下に加え、自身の業務に対して
否定的に捉えたり、離職を強く希望する等、
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バーンアウトにおける「情緒的消耗感」や「個
人的達成感の低下」に関係する症状が顕著に
示されていたと考えられた。このようにＡさ
んは心理的危機状況であったため、日本語版
バーンアウト尺度（久保・田尾，1992）等を
用いた検査実施は困難であり、Ａさんのバー
ンアウト症状を客観的に測定できなかった。
これに鑑み、本研究におけるＡさんが示して
いた上記の症状を「バーンアウト傾向」とし
た。ところで、後述する筆者とは、研究開始
以前に複数回関わる機会があったが、応用行
動分析学に基づく支援実施は初めてであっ
た。
施設長：事業所に勤めて2年目の管理職職員
であった。特別支援学校教諭免許状等を有し、
事業所に勤務する前は、学校教員を35年ほど
続けていた。他事業との兼務により、非常に
多忙であった。そのため、事業所に常駐する
ことができない状態が続いていた。そのよう
な状況の中で、Ａさんが利用者の支援等につ
いて悩んでいることに気が付きつつも、相談
等の機会を設けることができていなかった。
そしてＡさんから「事業所を辞めたい」との
相談を受けていた。これに対し施設長はＡさ
んに「利用者が悲しむから辞めないでほし
い」、「人手も不足していて困る」等を伝えて
いたが、Ａさんの意向が変わる様子は見られ
なかった。
 （２）クライアント：20歳代自閉スペクト
ラム症の男性利用者（以下、「Ｂさん」とす
る）であった。知的な遅れやこだわりの強さ
が認められ、2語文程度での要求を行うこと
ができたが、自分の意思を言葉で表現するの
は苦手であった。週3回ほど事業所を利用し、
主にタブレット端末で動画を視聴する等をし
て過ごしていたが、一部行動の滞りが認めら
れ、その中でも、退室時刻になり、Ａさんか
ら「帰りの準備をしましょう」と指示受けて

も、Ｂさんは指示を聞かずにタブレットの操
作を継続し、退室時間が15分前後遅くなるこ
とが頻発していた。
 （３）コンサルタント：大学の学部および大
学院にて特別支援教育を専攻し、応用行動分
析学や行動コンサルテーションに関する研究
を約7年続けていた大学院生（筆者）1名で
あった。また筆者は、福祉施設において約4
年、障害のある施設利用者に対する直接的支
援や施設職員に対する相談支援等の業務に従
事する傍ら、他福祉施設（障害者福祉施設や
保育園等）が抱える支援ニーズに応じて、行
動コンサルテーションによるサポート等を積
極的に提供していた。加えて筆者は、必要に
応じて適宜大学教員からの助言等を受けてい
た。
３．本研究開始までの経緯

施設長と筆者は、事業所の支援体制等につ
いて定期的に相談の機会を設ける等、研究開
始前より交流があった。その中で、Ｘ年9月
下旬に施設長が「数日前、職員が事業所を辞
めたいと言ってきた」、「今辞められては、事
業所の支援体制が維持できなくなるため非常
に困る」、「どうにか解決できないか」と苦し
い胸の内を筆者に相談したことをきっかけ
に、解決に向けた具体的な検討を行うため、
Ａさんと施設長および筆者が参加する面接１

（後述）を実施した。その中でＡさんが、業
務に関する否定的な思いや離職意向に加え
て、利用者への対応（支援）について悩んで
いたことを打ち明けた。そこで施設長から、
利用者の支援について筆者に相談に乗っても
らうのはどうかとＡさんに提案したところ、

「ぜひ相談に乗ってほしい」との強い希望が
示されたため、本研究を開始するに至った。
４．倫理的配慮

ＡさんおよびＢさんの母親それぞれに、口
頭によるインフォームド・コンセントを行っ
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た。内容は、①支援ニーズのある人たちの現
状、②本研究はよりよい支援プログラムの検
討が目的であること、③よって、Ｂさんや職
員らを批判するものではないこと、④研究結
果を公表することがあるが、その際には個人
情報の遵守に努めることであった。その後、
ＡさんならびにＢさんの母親より研究に参加
する旨の回答があった。また、事業所の理事
長および施設長に対しても同様の説明を行
い、事業所関係者らによる検討を通し、倫理
的に問題がないと事業所から判断を受けた。
５．Ａさんへの支援内容

施設長からの情報や面接１（後述）での発
言等から、Ａさんは、施設利用者への支援に
行き詰まりを感じていた一方で、施設長を含
む他職員にこのことを相談したり、支援実施
に対するフィードバックを受けたりすること
ができない状況が続いたことで、自身の支援
について強く自信を喪失している状況であっ
たと考えられた。さらに、離職意向を示す等
そもそも業務（支援）に対して非常に消極的
になっている面もあり、多少の負荷であって
もＡさんにとっては極端に負担感を感じさせ
る可能性があった。よって、Ａさんから特に
悩んでいる利用者の行動上の課題に関する相
談の機会を設定しつつ、Ａさんへの負担感を
最小限とした行動コンサルテーションを通し
て、Ａさんが支援を実施し、「自身の支援に
よって改善した」という実感が必要と考え
た。加えて、筆者等による支援成果に対する
肯定的なフィードバックを重ねることで、Ａ
さんの支援に関する自信の回復を促進できる
と推測した。
６．Ｂさんの標的行動と機能的アセスメント

Ａさんから「帰りの準備をしましょう」と
いう帰宅準備指示を受けた直後にＢさんが帰
宅に向けて準備をする一連の行動（タブレッ
ト端末の動画視聴アプリを終了する、タブ

レット端末を事務所に返却する、上靴を袋
に入れ鞄に入れる、鞄を背負う、退室する）

（以下、「帰宅準備行動」とする）を本研究に
おける標的行動とした。この標的行動を設定
する際には、Ａさんと筆者による協議が行わ
れ、Ａさんからは「他の利用者のことも気に
なるが、Ｂさんへの支援が一番難しいと感じ
る」という思いに加え、「Ｂさんに帰宅する
ことを伝えても無視される」、「どうしてよい
か分からない」等、Ｂさんの帰宅準備行動に
関して特に苦慮しているとの声が聞かれた。

Ａさんによると、Ｂさんの退室時刻になっ
た際、「帰りの準備をしましょう」と声掛け
を行っていたが、Ｂさんは返事をせずタブ
レット端末で動画視聴を継続してしまってい
た。これは、ＢさんにとってＡさんの声掛け
のみでは活動の切り替えが難しく、より長く
好きな動画を視聴できること（活動獲得の機
能）によって、動画視聴を続けてしまう行動
が生起・維持していたと考えられた。これに
対してＡさんは、Ｂさんがタブレット端末の
動画視聴アプリを終了するまでの間、先ほど
と同様の声掛けや、「ほら、早くしなさい」
等語気を強めつつ注意を行っていたが、効果
は見られなかった。その一方で、Ｂさんの帰
宅準備行動に対してＡさんが称賛言語を提示
することは稀であり、Ｂさんの退室直前に

「さようなら」と声を掛ける程度にとどまっ
ていた。ここから、Ｂさんの帰宅準備行動に
対して称賛言語等が提示され難く、生起・維
持しづらい状況であったとも推察された。
７．コンサルタントの動き

本研究は、Ｘ年10月〜11月半ばまで行われ
たが、その間、Ａさんにかかる負担を最小限
にとどめることを最優先としつつ、以下の4
回の面接（30〜40分程度）や４回の小面接（5
分程度）を行った。
面接１：Ｘ年10月4日に行われ、Ａさんと施
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設長、筆者が参加した。まず、施設長よりＡ
さんに対して現在の職務に対する思いについ
て聞き取りが行われ、Ａさんの離職意向や業
務および支援に対する悩みを傾聴した。その
中でＡさんから「そもそも日中一時事業所は
何をする場所なのかもわからなくなりまし
た」という発言も聞かれた。これに対して施
設長から、日中一時支援事業の概要（日中一
時支援事業の役割、事業所が目指す支援のあ
り方等）等の説明に加え、「だからあなたの
存在が必要である」と重ねて伝えられた。そ
の後施設長が、「筆者は、支援に関して色々
な事を知っている」、「筆者が利用者の支援に
ついて相談に乗ってくれる」旨をＡさんに説
明した。筆者からは、「利用者への対応や支
援で非常に大変であったと思う」、「少しでも
Ａさんが支援に関してご負担に感じているこ
とを軽くできればと思っている」と申し添え
た。そしてＡさんより、「やはり支援に困っ
ているので、相談に乗ってほしい」との思い
が聞かれたが、Ａさんの退勤時刻が迫ってい
たため、Ａさんの都合を確認した上で、翌日
に改めて筆者との面接を設けることとした。
面接２：Ｘ年10月5日に行われ、Ａさんと筆
者が参加した。まず、筆者からＡさんに対し
て、利用者の支援に関して困ったと感じてい
ることの聴取を行った。するとＡさんより「他
の利用者のことも気になるが、Ｂさんへの支
援が一番難しいと感じる」と即座に回答した。
これを受け筆者から、日頃の支援に対する労
いの言葉を掛けつつ、「例えば、Ｂさんのど
のような場面や行動で悩むことがあるか？」
と質問した。すると「Ｂさんは私のことを無
視する」、「帰りの時間を知らせても動画を見
続けいる」と、特に帰宅準備行動に対して悩
みを抱えている様子であった。よって、筆者
から「では、Ｂさんの帰宅準備行動に対する
支援を一緒に考えみませんか」と尋ね、Ａさ

んから強い同意が得られた。そこで、まず筆
者が作成したレジュメを示しつつ、簡単な応
用行動分析学に関するレクチャー（三項随伴
性・強化、弱化の原理等）を実施した。その
上でＢさんの帰宅準備行動に関する情報をＡ
さんから聴取し、Ａさんの目の前で機能的ア
セスメントを実施しつつ説明を行った。重ね
て、支援案について、筆者より機能的アセス
メントの結果から次の支援内容を提案した。
すなわち、①Ｂさんのスケジュール表を作成
し、実施した項目に「○」をする、②帰宅準
備行動が出来たらほめる、以上の2点であっ
た。Ａさんからは「褒めることは確かに大切
ね」、「（スケジュール表作成について）これ
くらいならできそう」との発言が聞かれたた
め、これらを支援方法とし、実施してもらう
こととした。なお、筆者が、スケジュール表
の見本をその場で作成し、「このように作成
してみてはどうか」と提案したところ、Ａさ
んが「参考にしたい」とその見本を持ち帰っ
た。ところで、Ｂさんの標的行動を設定する
際、他利用者の支援に関しても少なからず悩
みがある様子であった。よってＡさんには「他
利用者の支援についても適宜相談を受ける」
旨を申し添えた。
小面接：Ｘ年10月11日、18日、25日、11月1
日のＡさんの業務終了直後に行われ、Ａさん
と筆者が参加した。小面接において筆者は、
Ａさんに対して支援実施に対する感謝の言葉

（「Ｂさんへの支援実施、ありがとうございま
す」等）を述べた上で、「Ｂさんの様子はい
かがでしょうか？」とＢさんの帰宅準備行動
の変化について尋ねた。そしてＢさんの変化
を確認した上で、筆者から支援実施に関する
肯定的な声掛け（例えば、「Ａさんの支援の
おかげで、Ｂさんの帰宅準備行動が早くなっ
ているようですね」、「このスケジュール表が
あれば、Ｂさんも分かりやすいですね」等）
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を積極的に行い、引き続きの支援実施を依頼
した。また、その他の支援について困ったこ
とはないかの確認もあわせて行った。
面接３：Ｘ年11月8日に行われ、Ａさんと筆
者が参加した。まず、筆者からＡさんに対し
て「支援を開始して1か月ほどたったが、Ｂ
さんの帰宅準備行動に変化はあったか？」と
質問した。回答を得た後、Ａさんの支援実施
に対して「Ｂさんの変化はＡさんの支援のお
かげである」旨の肯定的なフィードバックを
行った。その後、Ａさんが抱く職務に対する
思いを口頭で質問した（「仕事に対する思い」、

「利用者との関係について」、「離職に関して」
等）。また、重ねて、Ａさんには本研究にお
ける事後評価（①支援全体の効果、②負担感
の有無）をインタビュー形式で実施した。
面接４：Ｘ年11月8日の面接３終了後に行わ
れ、施設長と筆者が参加した。これまでのＢ
さんの帰宅準備行動の変化に加え、Ａさんの
支援に対する気持ちの変容について報告し
た。

また、小面接終了直後に施設長が事業所に
在席していた10月11日および25日に、施設長
に対して次のような小報告会を行った。内容
は、Ｂさんの帰宅準備行動の変容およびＡさ
んの面接および小面接での様子報告が中心で
あった。これらに加えて筆者から、Ａさんの
支援実施に対して、「Ａさんの支援でＢさん
も変わってきたね」等、肯定的な声掛けを積
極的に行うよう依頼した。
８．記録方法および評価方法
 （１）Ａさんおよび施設長の変化

Ａさんのバーンアウト傾向及び施設長のＡ
さんへ対応の変化について、各面接や小面
接、小報告におけるそれぞれの発言等の変化
から評価した。
 （２）Ｂさんの帰宅準備行動

面接２実施時、筆者がＡさんに対し「Ｂさ

んの帰宅準備行動に関する簡単な記録等を取
ることはできますか」と尋ねたが、「記録な
んてできません」と記録に関して強い抵抗感
が示された。よって、ＡさんによるＢさんの
帰宅準備行動に関する記録を敢えて依頼しな
かった。また、植田・松岡（2020）は、コン
サルタントによる直接観察がコンサルティの
負担感につながる可能性を示していた。この
ことに鑑み、筆者による直接観察も実施せ
ず、Ａさんへの小面接実施時にＢさんの帰宅
準備行動に関する状況を簡単に聴取した。そ
してこの聴取内容をもとにＢさんの帰宅準備
行動の変化を評価した。

Ⅲ．結果
１．Ｂさんの変化

小面接にてＡさんから聴取したＢさんの帰
宅準備行動の状況を表１に示した。

10月11日の小面接でＡさんはＢさんの帰宅
準備行動に関して次のように振り返った。Ｂ
さんは、Ａさんが作成したスケジュール表を
事業所到着直後に確認するようになってい
た。そして退室時間にＡさんから「帰りの
準備をしましょう」と伝えられると、スケ
ジュール表を確認し、その直後から帰宅準備
行動が生起した日があった。ただ、帰宅準備
行動が生起するまでに時間がかかってしまう
日もあったと報告された。

しかし10月18日の小面接における報告で
は、Ａさんから帰宅準備の声掛けをすると、
Ｂさんはスケジュール表を確認した後に、帰
宅準備をすぐに開始できるようになり、Ｂさ
んの帰宅時間が遅くなることがなくなったと
のことであった。また、Ａさんの帰宅準備の
声掛けに対して、「はい」や「帰りの準備やっ
てみよう」等Ｂさんから言語での反応が多く
なったとも報告された。
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10月25日の小面接では、帰宅準備行動の変
化だけでなく、事業所における他活動への切
り替えもスムーズにできるようになったとの
報告が聞かれた。また、11月1日の小面接に
おいても、引き続きＢさんの帰宅準備行動は
生起していたとＡさんから報告された。
２．Ａさんの変化

面接１でのＡさんは、施設長から現在の職
務について問われた際、「仕事に来るのもい
やと感じる」、「今すぐにでも辞めたいと思っ
ている」との強い離職意向に加え、「自分が
利用者にできることは何もない」、「これまで
も何もしてあげられていないと感じる」との
発言が連発する等、利用者への対応（支援）
に対する自信を喪失している様子であった。
また、施設長からの日中一時支援事業に関す
る概要の説明とＡさんが事業所にとって必要
な人材である旨のコメントを受けても、「そ
うですか」等とコメントも少なく、Ａさんの
離職意向に変化は見られなかった。一方で、
筆者から利用者の支援に関する援助を受ける
ことができると施設長から話が出た際には、

「利用者の支援に困っているので、ぜひ相談
に乗ってほしい」と強い意向を示した。

面接２でのＡさんは、筆者から利用者の

支援に関する困り感について問われた際、
「色々と悩んでいる」とした上で、「他の利用
者のことも気になるがＢさんの支援が特に難
しい」旨を強く訴えた。重ねて、「Ｂさんは
私のことを無視する」、「帰りの時間を知らせ
ても動画を見続けている」と、特にＢさんの
帰宅準備行動に対して悩みを抱えていた。そ
して筆者から、日頃の支援実施に対する労い
の言葉に加え、帰宅準備行動に対する支援を
一緒に検討していくことを提案すると、「ぜ
ひお願いします」と少し安堵したような表情
を見せていた。そして応用行動分析学に関す
るレクチャーを受けた際、Ａさんは「なるほ
どね」等のコメントをしつつ、真剣に講義を
聞いていた。その後、筆者からＡさんに対し
て、Ｂさんの帰宅準備行動に関する情報の聴
取および機能的アセスメントの実施、支援
方法の提案が行われた。その際、Ａさんか
ら「これまでやってきた支援は間違っていた
しょうか」、「やっぱり支援者に向いていませ
んね」等、これまで行ってきた支援や自身の
職務に対する否定的な発言が見受けられた。
これに対して筆者からは、「Ａさんが行って
きた支援は決して間違いではなく、Ａさんの
帰宅準備の指示（支援）がよりＢさんに伝わ

表１　Ａさんから聴取したＢさんの帰宅準備行動の状況（筆者作成）
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りやすくなるように一緒に考えていきましょ
う」と伝えた。これを聞いたＡさんは少し安
堵した様子であった。

面接２から面接３までの間に実施された小
面接では、Ｂさんの帰宅準備行動に関する肯
定的な変容に伴って、Ａさんの肯定的な発言
が示されるようになった。10月11日の小面接
では、面接２実施以降、ＡさんはＢさんのス
ケジュール表を作成し、Ｂさんの事業所到着
前にＢさんが活動を行うテーブルの上に設置
していたこと、帰宅準備行動が生起した直後
に、「すばらしい」、「さすがＢさん」等、積
極的に言葉をかけるようにしたとの報告が
あった。加えて、「私が作成したスケジュー
ル表をよく確認している」、「遅い時もあった
が、帰宅準備の開始が早い時があった」等嬉
しそうに報告した。この一方で、「このやり
方であっているでしょうか」と不安をのぞか
せる面もあった。これに対して筆者は「とて
も良いと思います」、「Ａさんが作ったスケ
ジュール表があるとＢさんも分かりやすいで
すね」等伝えると、「よかったです」とＡさ
んはうれしそうな表情を浮かべていた。10月
18日の小面接では、Ｂさんのスムーズな帰宅
準備行動が生起するようになったことに加
え、帰宅準備の指示を出すとＢさんが「は
い」や「帰りの準備やってみよう」等反応し

てくれることを、Ａさんは嬉々として報告し
た。10月25日の小面接においても、Ａさんは
Ｂさんのスムーズな帰宅準備行動が続いてい
ることを喜んでいた。その中で筆者から他に
困ったことはないかとの質問に、「今は全然
ないです」、「仕事が楽しいです」との発言に
加えて「そういえば、他活動への切り替えも
スムーズにできるようになったと思います」
とＢさんの帰宅準備行動以外の変化に関する
コメントも残した。11月1日の小面接でも、
ＡさんはＢさんのスムーズな帰宅準備行動が
生起していると報告し、その他困ったことに
関してもないと述べた上で「Ｂさんと関わる
のが楽しい」とも発言した。

面接３でのＡさんは、Ｂさんの帰宅準備行
動に関して、「この1か月で、Ｂさんの帰宅準
備はとても早くなった」とうれしそうに語っ
た。また、Ｂさんとの関係において「（Ｂさ
んと）気持ちが通じている気がする」とい
うコメントも残した。そして、自身の業務
に関しては「今は非常にやりがいを感じま
す」、「利用者の変化がとてもうれしかったで
すね」、「利用者と気持ちが通じている気がし
ます」等、非常に肯定的な発言が連発した。
さらに、「（事業所を）辞めたいと思わなくな
りました」等、Ａさんが離職の意向を取り消
す発言も聞かれた。なお、面接１と面接３に

表２　面接1および面接３におけるＡさんの発言概要（筆者作成）
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おけるＡさんの発言概要を表2にまとめた。
ところで、事後評価としてＡさんに対し、

支援の効果を感じるかインタビュー形式で尋
ねたところ、「とても感じる」との評価であっ
た。また、支援実施に関する負担感について
尋ねたところ、「全く感じなかった」と述べ
た。

そしてこの研究実施以降のＡさんは、事業
所にて職務を継続し、家庭の事情により退職
するまでの2年半の間、利用者の支援に尽力
した。
３．施設長の変化

面接１実施前の施設長は、「Ａさんが辞め
たいと言っているがどうしてよいか分からな
い」、「Ａさんに辞められては、事業所の支援
が立ち回らなくなる」と悲痛な思いを漏らし
ていた一方で、これに対する具体的な対応を
実施できずにいた。しかし、面接２以降に行
われていた小報告会において、Ｂさんの帰宅
準備行動の肯定的な変化とＡさんの様子の
変化に関する報告を受け、「短くとも定期的
な相談等の場が必要だと改めて感じる」と述
べた。また、筆者からＡさんに支援実施に関
する肯定的な声掛けを行ってほしい旨を依頼
された際には、「大切だと思うので積極的に
取り組みたい」とのコメントに加え、「忙し
くてそういうことができていなかった」との
これまでのＡさんとの関わりを振り返ってい
た。面接４においては、Ａさんから辞意を取
り消す発言があったことを筆者より報告した
ところ、施設長は非常に安心した表情を見せ
た。また、本研究を振り返り、「Ａさんの退
勤時に『Ｂさんの帰りが早くなりましたね』、

『Ａさんの支援のおかげですね』等の声掛け
を行っていた」、「Ａさんに対して積極的に声
をかけることを意識できた」、「支援に関する
肯定的な評価を職員に伝える大切さが改めて
分かった」とのコメントを残した。

Ⅳ．考察
 （１）行動コンサルテーションの効果

本研究においては、日中一時支援事業所職
員のＡさんを対象として、利用者であるＢさ
んのスムーズな帰宅準備行動の形成を目指し
た行動コンサルテーションを実施した。

面接２実施前までのＢさんは、Ａさんの
「Ｂさん帰りますよ」との声掛けを受けても、
タブレット端末での動画視聴を継続してしま
い、帰宅時間が遅くなることが頻発してい
た。これに対してＡさんは、Ｂさんがタブ
レット端末の動画視聴アプリを終了するまで
の間、先ほどと同様の声掛けや、「ほら、早
くしなさい」等語気を強めつつ、注意を行っ
ていたが、効果が見られなかった。その一方
で、Ｂさんの帰宅準備行動に対してＡさんが
称賛言語を提示することは稀であり、Ｂさん
の退室直前に「さようなら」と声をかける程
度であった。この状況を踏まえ、面接２実施
時にＡさんに対して、①Ｂさんのスケジュー
ル表を作成し、実施した項目に「○」をす
る、②帰宅準備行動が出来たらほめる、以上
の2点を提案した。そして、面接２実施以降
のＡさんは、①および②の支援を実施、継続
することができた。これは、筆者から提案さ
れた支援内容がＡさんにとって負担感の少な
い、実施しやすい支援内容であったためであ
ろう。さらに筆者は、面接２以降に小面接
を4回実施し、支援実施に関する聴取を行い
つつ、Ａさんの支援実施に対して肯定的な
フィードバックを積極的に提示していた。ま
た、施設長からもＡさんの退勤時に支援実施
に対する肯定的な声掛けが行われていた。こ
のように筆者や施設長からＡさんの支援実施
に対して肯定的な声掛け（正の強化）が提示
されていたため、なおのことＡさんはＢさん
への支援を実施、維持できたと考えられる。
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そしてＡさんによる上記支援の実施に伴い、
Ｂさんによるスムーズな帰宅準備行動が生起
するようになった。これは、面接２実施以
降、Ａさんが作成していたスケジュール表が
Ｂさんの帰宅準備行動の先行条件として機能
したためと考えられる。これに関連して例え
ば松下・園山（2008）は、活動の切り替えが
難しい自閉性障害児に活動スケジュールを提
示することが効果的であることを報告してお
り、本研究においてもこの効果が示されたと
考察される。さらに、帰宅準備行動直後にＡ
さんがＢさんに対して、「すばらしい」、「さ
すがＢさん」等、正の強化を含む対応を行っ
たことで、スムーズなＢさんの帰宅準備行動
が維持されたのだろう。ところで、Ａさんよ
り「Ｂさんの他活動への切り替えも早くなっ
た」旨の振り返りも聞かれた。これは、Ａさ
んがＢさんの帰宅準備行動以外の活動に対し
てもスケジュール表通りに活動の切り替えが
できた際に、「すばらしい」、「さすがＢさん」
等の声掛け（正の強化）を行ったことで、他
活動への切り替えも早くなったと考えられ
る。

このように、活動の切り替えに困難を有す
るクライアントに対し、スケジュール表を作
成・提示しつつ声掛けを行い、滞りなく活動
の切り替えが行われた際に、正の強化を提示
することで、帰宅準備行動を含む活動の切り
替えがスムーズに行えるようになった。よっ
て、本研究における行動コンサルテーション
は一定の効果を示したと言えよう。
 （２） 行動コンサルテーションがバーンアウ

ト傾向を示すコンサルティに与える効
果

研究開始前のＡさんは、自身の業務や支援
に対して著しく自信を失い、離職したいとの
強い意向を示す等バーンアウト傾向を示して
おり、面接１においても、その状況は継続し

ていた。そのような状況でありながらＡさん
からは、筆者に支援の相談に乗ってほしいと
の強い希望が示されていた。つまりＡさん
は、Ｂさんを含む利用者の支援に関して悩み
を抱えていた一方で、他職員に相談する機会
がほぼなかった。この状態が継続した結果、
Ａさんは利用者らの支援に行き詰まり、バー
ンアウト傾向を引き起こしてしまったと考え
られた。これを受け、筆者をコンサルタント
として、Ａさんが特に苦慮していたＢさんの
帰宅準備行動の形成を目的に行動コンサル
テーションを実施した。その結果、徐々にＡ
さんから業務や支援に関する肯定的発言が見
受けられ、バーンアウト傾向の軽減や離職防
止へとつながった。これは、行動コンサル
テーションによって、Ａさん自身の支援がＢ
さんの帰宅準備行動等にも肯定的な変化をも
たらしたという実感ができたことが要因とし
て考えられよう。そのために筆者は、面接３
および各小面接において、「Ａさんの支援実
施のおかげでＢさんの帰宅準備行動が生起し
た」旨を強調してフィードバックを行ってい
た。加えて、小報告会実施以降は、施設長か
らもＡさんの退勤時に同様の肯定的な声掛
けを提示されていた。これらに関連して寳
田（2014）は、職務満足度とバーンアウトの
関係性を指摘し、効果性の高いスーパービ
ジョンやサポート等（コンサルテーションを
含む）を受けることに加え、「社会的承認」
がソーシャルワーカーの職務満足度を高め、
バーンアウト・リスクを低めることにつなが
ると言及している。本研究においては、先述
のように筆者や施設長からＡさんに対し、積
極的な肯定的フィードバックを行っていた。
このように、Ａさんが周囲から上記のよう
な承認が得やすい環境も整えることができ、
バーンアウト傾向が一定軽減されたと考えら
れる。
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その一方で、先述のように研究開始前より
Ａさんからは、自身の支援に対して否定的な
発言が多く聞かれる等、自信を喪失した状況
であった。さらに、事業所からの離職意向を
示す等、支援遂行自体に嫌悪感を伴っていた
と考えられ、Ａさんが少しでも不安や負担感
を感じてしまった場合は、支援実施自体を忌
避してしまう可能性があった。よって、本研
究を通して筆者は、Ａさんに対して「傾聴」
と「共感」、そして「肯定」を念頭に置いた
言動を徹底して心掛けていた。特に、面接１
では、Ａさんの悩みを傾聴した上で、事業所
におけるこれまでの苦労を共感しつつ、「Ａ
さんの負担感を軽くできればと思っている」
と伝えたり、面接２にて、Ａさんがこれまで
実施してきた帰宅準備行動に対する支援に関
して、否定的な発言が示された際には、これ
までのＡさんによる支援実施を肯定しつつ、
あくまでもこれまでの支援の効果を高めるた
めに支援を「付加」していく旨を強調してい
た。このようにＡさんに否定的なイメージを
感じさせないような「寄り添う」姿勢を示し
たことで、バーンアウト傾向を示すＡさんで
あっても筆者による相談支援（行動コンサル
テーション）を受け入れやすくなったと考え
られる。これに関連して、Sheridanら（1992）
は、コンサルタントがコンサルティとの良好
な関係性を築くスキル（以下、「対人関係ス
キル」とする）が、行動コンサルテーション
の効果に重要な影響を及ぼすことを指摘して
いる。本研究のように、心理的危機状態であ
るコンサルティを対象とした行動コンサル
テーションにおいては、コンサルティに否定
的なイメージを与えることのないようにコン
サルタントからの言動には特に留意すべきだ
ろう。

また、本研究においてＡさんはＢさんの帰
宅準備行動の記録に対して、強い抵抗感を示

していた。さらに植田・松岡（2020）は、福
祉施設は外部人材による観察等が行われるこ
とが稀であり、コンサルタントによる直接観
察がコンサルティにとっては強い負担感を抱
かせる可能性を指摘していたため、あえて筆
者による直接観察も実施しなかった。加えて
面接においても、実施回数を最小限とし、各
面接時間も30〜40分と短時間に留めていた。
その結果、バーンアウト傾向を示していたＡ
さんが負担感を抱くことなく（事後評価参
照）、行動コンサルテーションを進めていく
ことができたと考えられる。先述のように、
バーンアウト傾向を示すコンサルティは、少
しでも負担感を感じてしまった場合は、支
援実施自体を忌避してしまう可能性がある。
よって本研究のように、コンサルティの負担
感を最小限としつつ、行動コンサルテーショ
ンを進めていくことができるよう適宜調整を
行っていく必要もあるだろう。

このように、クライアントの支援について
悩みを抱え、バーンアウト傾向となったコン
サルティに対して、不安や負担感を感じさせ
ないような言動を心掛けつつ行動コンサル
テーションの導入へとつなぐこと、そしてコ
ンサルティの負担感を最小限に留め、かつ積
極的な肯定的フィードバックを実施すること
で、コンサルティのバーンアウト傾向軽減お
よび離職防止に一定寄与できたと言えるだろ
う。
 （３）今後の課題

本研究では、行動コンサルテーション実践
によるコンサルティのバーンアウト傾向軽減
および離職防止に関する効果を報告したが、
重ねていくつかの課題も示されたと考えられ
る。その一つが、コンサルティの負担感をい
かに軽減しつつも、支援効果をより明確にコ
ンサルティが実感できるような支援環境を整
備できるか、である。先述のように、バーン
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アウト傾向を示すコンサルティは、クライア
ントに対しての支援（対応）への意欲を著し
く失ってしまった状態であり、コンサルタン
トによる直接観察を含む積極的な介入が行わ
れたり、コンサルティがクライアントの行動
記録を含む多くの役割を担ったりすること
は、より負担感を強めてしまい、バーンアウ
ト・リスクを高める一方となろう。これに関
連して、加藤・大石（2011）は、行動記録に
ついて、介入の有用性を示すために極めて重
要であるとしつつ、時間的・労力的な負担も
高まることを指摘している。また、本研究に
おいても、Ａさんからは行動記録に強い抵抗
感が示されたため、帰宅準備行動に関する記
録（筆者による直接観察による記録を含む）
を敢えて行わなかった。しかしながら、クラ
イアントの肯定的な変化を数値データにより
明確に示すことが、コンサルティのさらなる
支援効果の実感へとつながることは自明であ
る。よって、例えば、標的行動に関する記録
に極めて簡易なもの（例えば、標的行動が生
起した日に○を付けるのみの記録用紙等）を
用いる、あるいは、記録者を事業所内部の他
職員が担う（本研究でいえば、施設長）等、
役割を分担し、負担感をより軽減しつつも、
客観的な数値データ記録を実施できるような
記録方法の導入が必要となろう。

ところで、本研究のＡさんのようなバーン
アウト傾向のコンサルティに対しては、可能
な限り早期に適切な対応を行うことが求めら
れる（衛藤，2013）。さもなければ、コンサ
ルティのバーンアウトはますます深刻化し、
どのようなアプローチであっても受け入れる
ことができなくなる可能性が高くなるからで
ある。そして本研究においては、Ａさんが施
設長に対して離職意向を示した数日後には外
部人材である筆者も交えた面接１が行われる
等、比較的早期に対応が開始されたことが、

Ａさんの肯定的な変化をもたらした要因の一
つとも言える。しかしながら、そもそも支援
に関する専門的な知識を有する外部専門家

（大学教員等）との関わりが極端に少ない福
祉施設は多い。そのような中で、福祉施設に
てクライアントの支援に行き詰まり、バーン
アウトを示しているコンサルティが、外部人
材のコンサルタントによる行動コンサルテー
ションを受ける機会を早急に設定すること
は、現状極めて厳しいと言わざるを得ない。
さらに本研究では、一定の面識のあるコンサ
ルタント（筆者）による介入であったため、
大きな課題とならなかったものの、そもそも
外部人材が関わるということ自体が、バーン
アウトを有するコンサルティにとっては非常
に嫌悪なことであろう（植田・松岡，2020）。
場合によっては、外部人材による行動コンサ
ルテーションをコンサルティ自身が拒絶して
しまうことも容易に考えられる（例えば、鈴
木・米山，2011）。このような場合、例えば
福祉施設における職場の上司や同僚（例え
ば、管理者やサービス管理責任者、支援員）
等の内部人材がコンサルタント役を担うこと
で、より早期にバーンアウトを示すコンサル
ティに行動コンサルテーションによる支援を
提供できるだろう。これに関連して、脇・須
藤（2020）は、学校の特別支援教育コーディ
ネーターに対してコンサルテーションスキ
ル（問題解決スキル・対人関係スキル）獲得
のためのトレーニングを試み、一定の成果を
得ている。このようなコンサルタント養成の
ためのトレーニングは、福祉施設に勤めるコ
ンサルティにとっても必要となってくるだろ
う。特に、本研究のＡさんのようにバーンア
ウト傾向を示す等心理的危機状態にあるコン
サルティに対するアプローチには、支援に関
する課題解決スキルに加え、高度な対人関係
スキルも求められるため、なおのことである
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と考えられる。
以上のように、クライアントの支援に行き

詰まった結果、特に情緒的消耗感や個人的達
成感低下等のバーンアウト傾向を呈していた
コンサルティに対して、行動コンサルテー
ションを実施することで、あくまで一事例で
はあるものの、コンサルティのバーンアウト

傾向が軽減し、離職を防ぐ可能性を示すこと
ができた。しかしながら、バーンアウト傾向
を示すコンサルティの状況に応じた支援環境
整備等や福祉施設内部人材のコンサルタント
養成が課題として示されたため、さらなる実
践の蓄積および検討を継続して行っていきた
い。
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